


１．船員教育にかかる調査研究
（１）船員問題委員会における調査研究

〇：委員長

【委員名簿（2022年4年8月現在）】 委員五十音順、敬称略

〇羽原 敬二 関西大学名誉教授、神戸大学客員教授 

池田 良一 国際船員労務協会常務理事 事務局長 

内田  誠 神戸大学大学院海事科学研究科教授 

姥  裕彰 川崎汽船(株)海事戦略グループ長 

越水  豊 (一社)日本船主協会常務理事 

下野 元也 (公財)日本海事センター常務理事 

鈴木 道生 日本郵船(株)海務グループ調整チーム長 

須藤 健一 ENEOS オーシャン(株) 

人事部労務グループマネージャー 

住吉 陽平 (株)商船三井 Global Maritime Resources Division 

Global Seafarers Strategy Management Team 

谷口 礼史 国土交通省海事局船員政策課長 

中井 智洋 国土交通省海事局海技課長 

中泉 拓也 関東学院大学経済学部教授 

野村 摂雄 (公財)日本海事センター企画研究部主任研究員 

①目的

・産官学連携の場として、船員の確保・育成に係る諸状況の把握、船
員の確保・育成に資する個別調査等を実施することを目的とする。

②基本的方針
・委員の要望に基づいて合意した年度単位の調査研究

2



１．船員教育にかかる調査研究
（１）船員問題委員会における調査研究（続き）

（２）自主的な調査研究

・海事行政・海事産業界のニーズを踏まえた調査研究

③開催実績
第1回 2007年11月6日・・・ 第22回 2022年8月3日

④主要テーマ
・ILO海上労働条約（2006年採択、2013年発効）
・外国人船舶職員承認制度（右記参照）
・諸外国における海事人材育成制度（次スライド参照）
・船員需給予測
・諸外国における船員助成関連施策
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（上：日本船主協会『日本海運の現状』（2001年）、下：大手邦船社ヒアリングより）

比国船員
22名

比国船員8名
＋日14名

109万ドル

207万ドル
東南アジア
船員23名

日本人船員
11名

220万ドル

60万ドル “2000年3.7倍” “2021年1.9倍”

【船員のコスト比較】

【日本商船隊の乗組員国籍別内訳】

（2022年7月時点、IBF協約適用船について。
IMMAJ提供統計より）

1 フィリピン 31579

2 インド 5712

3 ミャンマー 1933

4 ベトナム 1462

5 中国 826

6 インドネシア 812

7 バングラデシュ 498

8 韓国 445

9 日本 411





１．船員教育にかかる調査研究
※関係法制度「外国人船舶職員承認制度」（続き）

【船舶職員及び小型船舶操縦者法】
4条1項
「船舶職員になろうとする者は、海技士の免許（以

下「海技免許」という。）を受けなければならない。」

23条1項
「1978年の船員の訓練及び資格証明並びに当直

の基準に関する国際条約（以下「条約」という。）の締
約国が発給した条約に適合する船舶の運航又は機
関の運転に関する資格証明書（以下「締約国資格証
明書」という。）を受有する者であつて国土交通大臣
の承認を受けたものは、第四条第一項の規定にかか
わらず、船舶職員になることができる。」

（１）承認試験（海技試験官による試験、1999年度～）

 口述試験＋身体検査

 フィリピン、インド又はブルガリアで年度内１回

（２）船長確認（船長による実務能力確認、2003年度～）

 船内での実務能力確認（１か月/３か月）＋身体検査

 R2年度船員問題委員会における検討を経て、３か月コースにインド及
び韓国を追加。

（３）民間審査（民間審査員による能力審査、2010年度～）

 口述試験＋身体検査

 フィリピン、インド又はブルガリアで年に計７回。

（４）機関承認（機関承認制度、2011年度～）

 認定した船員教育機関の卒業生を承認

 フィリピン5校、インド3校、ブルガリア2校、クロアチア1校、ルーマニア1
校
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